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１．研究目的と方法

　青森県Ａ村は、津軽地方の中核都市・弘前市に隣接する、人口３,８５３人・９８８世帯（平成１２年国勢

調査）の農村である。主たる産業は農業であり、第一次産業人口が全就業人口の５８.５％（平成７年）

を占める。農業は稲作とリンゴの複合経営を中心とし、なかでもリンゴは農業生産額の８割以上と

なっている。Ａ村は県内でも有数のリンゴの産地である。

　Ａ村は、津軽地方の中でもとくに「地域づくり」の優等生として位置づけられてきた。農業振興

の一環として稲作の共同化およびリンゴ作りの共同化・共販化を推し進め、農産物の品質の向上と

ともに農家所得の増大を実現した。また最近では、周辺地域との交流にも積極的であり、その中心

施設である「Ｒトピア」は年間３０万人の交流人口を引きつけ、村のシンボル的存在となっている

（田中・山下，１９９９）。本稿では、このＡ村の村政の歴史を、それがどのようなリーダーシップの元

で遂行されてきたのかを検討しながら見ていきたい。

　「地域づくり」や「地域活性化」に関する研究はこれまで、施策の内容や、地域づくりの集団・

組織に焦点をあてるものが多かった１）。他方で、多くの地域づくりが、その市町村長の政治的リー

ダーシップに強く規定されているにもかかわらず、ルポルタージュを除けば、そうした政治権力論

はほとんど行われてこなかったと言ってよい。しかし、政策研究にとって、リーダーをめぐる議論

は本来、避けて通れないはずのものである。とくに人口規模の小さい町村部では町村長の権限が強

く、そのリーダーシップのあり方が地域のあり方そのものを大きく規定してきた。本稿では、Ａ村を
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事例に、地域づくりにおける政治的リーダーシップのあり方について、とくにリーダー生成過程に

注目しながら詳細に検討・考察を行う。

　後で詳しく見るように、Ａ村の村政は、政治的リーダーとしての村長の交替と、それに付随する

政策の継承・展開という形で進行してきた。リーダーの交替はすべて選挙を通じて行われた。津軽

地方には「津軽選挙」なる言葉があるが、Ａ村は目立った選挙違反事件を経験したわけではないに

しても、やはりある時期まで、津軽地方の他の地域と同様にかなり厳しい選挙戦が展開された地域

である。ここでは選挙によるリーダー選択過程と、政策の転換・継承がどのような関連性を持って

いるのかを検証することで、以上に掲げた本稿の課題に取り組みたい。

　調査は、新聞調査および文献調査の他、Ａ村の村政関係者や村の各層に聞き取りを行った。本研

究は、山下が平成１２（２０００）年にこの村の第４次総合振興計画策定に関わったことを通じて企画し、

その際の各層への聞き取りを本調査として、平成１４（２００２）年に村内居住の数名に対して補足調査

を実施した。

　なお選挙関連の記述もあるので、匿名化のためにいくつかの点で情報をあいまいにしたり、全体

の調査結果を総合した形で示したところがある。また、本研究の対象地・個人についても極力匿名

化に努めたが、限界もある。地域研究には記録保存的な意味合いもあり、極度に情報を歪めて記述

するわけにもいかない。関係の方々にはご理解を願いたい。記述の内容に問題があるとすれば、そ

れはすべて我々の責任である。

２．Ａ村村政の歴史と概要

（１）Ａ村の概要

　Ａ村は、明治２２年（１８８９年）の市町村制施行により誕生した。同年４月に９大字が統合され、さ

らに２村が加わって、自治体としてのＡ村の原型ができあがった。Ａ村は村政施行以来、一度も他

町村との合併あるいは分村を経験していない。ただし集落編成には若干の異動があり、昭和８（１９３３）

年よりＢ鉱山が加わり、昭和２２（１９４７）年の地方自治法施行時には、１５行政区に分類された。しか

しＢ鉱山は昭和３７（１９６２）年に閉山し、集落も行政区から除外された。その後、昭和５６（１９８１）年

から昭和５７（１９８２）年にかけて村営住宅団地が整備されてＣ地区が加わり、また平成１０（１９９８）年

に宅地分譲されたＤ地区が加わって、現在は１６行政区となっている。

　Ａ村の村政はこれまで１４名の村長が担ってきた。このうち戦後の歴代村長は現職（平成１６年３月

現在）のＹ・Ｙ氏を含め６名で、そのうち４名が２期以上を務めている。昭和２２（１９４７）年以降に

おける村政の動きならびに歴代村長の名前を追ってみると、表１のとおりとなる。戦後の村政の流

れをまずは簡単に紹介しておきたい。

　190



191　

　（出典：『１９９９年　Ａ村村政要覧』およびＡ村選挙管理委員会資料より作成）

表１　Ａ村の村政の動きと投票結果

投票結果歴代村長村政の動き年

（Ｓ２２.４.５～Ｓ２４.１１.２０　在職中に死去）Ｎ・Ｓ
新制中学発足、５農協設立Ｓ２２

Ｓ２３
（Ｓ２４.１２.２７～Ｓ３４.１０.２５　在職中に死去）Ｍ・Ｍ（Ｍ氏）Ａ・Ｇ中学統合Ｓ２４

～　中　　略　～
村連合青年団復活Ｓ３２

　　　　Ｓ３４.１１.１８
１５８２　　Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）
１４４１　　Ｙ・Ｔ
投票率　９２.１％

Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）

Ｓ３４
Ｓ３５

リンゴ共同防除組合設立Ｓ３６
Ｂ鉱山閉山Ｓ３７

　　　　Ｓ３８.１０.２７
無投票　Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）

農業構造改善事業始まるＳ３８
Ａ村農業協同組合誕生Ｓ３９

Ｓ４０
Ｓ４１

　　　　Ｓ４２.１０.１６
無投票　Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）

Ｓ４２
Ｓ４３
Ｓ４４

過疎地域振興法指定地にＳ４５

　　　　Ｓ４６.１０.２４
無投票　Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）

Ｓ４６
県圃場整備事業完了Ｓ４７

Ｓ４８
Ｓ４９

　　　　Ｓ５０.１１.２
１６４３　　Ｔ・Ｔ（Ｔ氏）
１１１０　　Ｍ・Ｋ（Ｋ氏）
投票率　９５.４％

Ｔ・Ｔ（Ｔ氏）

集中豪雨Ｓ５０
台風リンゴ落果Ｓ５１
集中豪雨、Ａ・Ｇ小学校統合Ｓ５２

Ｓ５３
　　　　Ｓ５４.１０.２８
２１２０　　Ｔ・Ｔ（Ｔ氏）
３７１ 　　Ｔ・Ｋ
投票率　８９.４％

Ｔ・Ｔ（Ｔ氏）

保健センター、Ｇ温泉竣工Ｓ５４
Ｓ５５

ソーラーシステム付村営住宅Ｃ竣工Ｓ５６
Ｓ５７

　　　　Ｓ５８.１０.３０
１５２０　　Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）
１４５１　　Ｔ・Ｔ（Ｔ氏）
投票率　９７.７％

Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）

多目的研修集会施設「Ｔ閣」竣工Ｓ５８
利雪創造センター竣工Ｓ５９

Ｓ６０
保健事業推進により厚生大臣賞受賞Ｓ６１

　　　　Ｓ６２.１０.２５
１５０６　　Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）
１４４４　　Ｔ・Ｔ（Ｔ氏）
投票率　９５.７％

Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）

Ｓ６２
Ｓ６３

Ｒトピア起工Ｈ１
台風浸水被害、Ａダム竣工Ｈ２

　　　　Ｈ３.１０.２７
１５０２　　Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）
１４１２　　Ｔ・Ｔ（Ｔ氏）
投票率　９７.１％

Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）

台風リンゴ落果Ｈ３
Ｈ４
Ｈ５
Ｈ６

　　　　Ｈ７.１０.２９
無投票　Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）

「星の宿・Ｈ座」竣工Ｈ７
老人福祉施設「Ｔ苑」開所Ｈ８
高齢化率が２０％超えるＨ９
「Ｄ地区」発足Ｈ１０

　　　　Ｈ１１.１０.２４
無投票　Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）Ｙ・Ｉ（Ｙ氏）

Ｈ１１
Ｈ１２
Ｈ１３
Ｈ１４

　　　　Ｈ１５.１０.２１
無投票　Ｙ・ＹＹ・Ｙ

Ｈ１５
Ｈ１６



（２）村政の流れと歴代村長

　昭和２２（１９４７）年、戦後最初の公選村長はＮ・Ｓ氏である。同年に新制中学校が発足し、３中学

校が開設された。また同年の村農業会の解散に伴い、Ａ村には５つの農協が誕生した。

　昭和２４（１９４９）年にはＭ・Ｍ氏（以下、Ｍ氏とする）に村政が移る。Ｍ氏は戦後直後の村政を１０

年担い、まずは戦後のＡ村の最初の歴史を作った。Ｍ氏の簡単な略歴を紹介すると、青森県、そし

て福島、山口両県で中学校の校長を歴任し、その後Ａ村農協会長、Ｅ組合長を経て、昭和２４年１２月、

無投票でＡ村長に当選した。昭和３０（１９５５）年に周辺町村との広域合併が持ち上がった時には、「農

協を良くしてからでないと、Ａ村は合併してもダメだ」と持論を展開、周辺町村との合併を拒んだ。

農家のための農協育成を考え、「農協の礎を築いた人」でもあり、昭和３１（１９５６）年からの農林講座

の実施など、農業者教育にも積極的に取り組んだ。

　Ｍ氏に次いで村政を担ったのが、Ｍ・Ｋ氏（以下、Ｋ氏と略す）である。Ｍ氏の村政の下で助役

を務め、村議のＹ・Ｔ氏との村長選に勝利したＫ氏は、昭和３９（１９６４）年のＡ村農協誕生の際に、

事前に５農協合併に向けた協議会を発足させた。自ら合併促進役を務め、農協の合併を実現させた

人物である。Ｋ氏は通算４期１６年間、村長として村政の発展に携わった。

　Ｋ氏の１期目は対抗馬が出て選挙が行われたが、２期目以降は無投票であった。昭和５０（１９７５）

年の選挙は、このＫ氏と元役場職員であるＴ・Ｔ氏（以下、Ｔ氏とする）の一騎打ちとなり、Ｔ氏

が村長となる。そしてこの選挙以降、Ａ村ではしばらく投票率の高い選挙が続いた。Ｔ氏は２期務

め、３度目の選挙で元村議会議長を務めたＹ・Ｉ氏（以下、Ｙ氏とする）に敗れ、その後、３度出

馬するがいずれも僅差でＹ氏に破れている。

　その後、平成７（１９９５）年より無投票でＹ氏が２期継続し、計５期２０年の長期にわたって村政を

担ってきた。平成１５（２００３）年にＹ氏が引退を表明、後継候補に当時助役であったＹ・Ｙ氏を指名

した。他に立候補の動きはなく、３期連続となる無風選挙となり、結局、無投票当選でＹ・Ｙ氏が

村長の座に就いた。

（３）Ａ村の戦後の歴史

　以上のようなリーダーが担ってきたＡ村の戦後の歴史は、大きく分けて次の３つの時期に区分す

ることができる。

　戦後から昭和３０年代までは、農林業を中心にその後の発展の基礎固めを進めていた時期である。

復興のかたわら、戦後から昭和３０年代はじめまではＢ鉱山が稼働し、また炭を中心とした林業も活

気を帯びていた。しかし、昭和３０年代前半より、鉱山の閉山や畜産・林業が衰退していくなかで、

村の主産業としての農業基盤の安定化をはかるために、それまで５つに分かれていた農協の統合が

進められた。この合併の布石を打ったのがＭ氏であり、Ｋ氏が引き継いでこれを完成させた。この

農協合併がのちのＡ村の農業振興の重要な足がかりとなる。

　第２の時期は、昭和４０年代から昭和５０年代にかけてである。農業構造改善事業を中心とした農業
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基礎の整備とともに、都市との生活格差の解消に向けた圏域社会づくりへの足固めが進められた。

昭和５０年代は度重なる水害に苦しめられたが、災害復旧とともに本格的な生活インフラの整備が進

められるようにもなる。また後述のように、この頃から計画的な行政も開始された。

　そして昭和６０年代以降は、計画的な行政施策の展開のもと、農業振興の継続とともに、生活基盤

の整備・確立が進められた。この時期にはさらに、地域の特性を生かした村づくりを進めるべく、

「Ｒトピア」事業を中心とした観光・文化面での整備も行われた。この第３の時期はちょうどＹ村

政の２０年間にあたる。

　このような村政の展開をへて、Ａ村は［戦後復興→農業基盤整備・振興→生活基盤整備とその確

立→観光・人口交流・ソフト事業］の順に、効率的に地域づくりを進めてきた。このような地域振

興の展開は、平成期以降に「流行った」単なる地域おこし事業とは一線を画し、長期にわたる継続

的で着実な村政運営の結実として高く評価される（田中・山下，１９９９）。実際に不況の中でもＡ村

のリンゴは依然高く評価され、また他の類似の観光交流施設の中でも、「Ｒトピア」は優等生の地位

を与えられてきた。

　本稿ではこうした村政の展開がどのように進められたのかを、村政の中心を担う村長と、その村

長を選ぶ村民たちの関係性の歴史に焦点をあてて検証を行う。

　ここでは、第２の時期の村政を中心的に担い、第３の時期にはＹ氏の対抗馬として３度出馬した

Ｔ氏を中心に、まずは考察してみたい。以下、Ｔ氏の村政８年（昭和５０－５８年）を中心に、それ以

前のＭ村政・Ｋ村政からの継承・発展の経緯、またさらにつづくＹ氏との選挙戦と、Ｙ村政におけ

るＴ村政からの政策継承・展開の過程に焦点をあてて検証していく。

　以下、まず次節にて、Ａ村村政のキーパーソンの一人であるＴ氏がリーダーとして選出される過

程を確認し、次に第４節でＴ氏及びそれに続くＹ村政がどのように展開してきたのか、行政資料を

元に検証する。さらに第５節・第６節では、Ｔ氏・Ｙ氏を含め、これまでの政治リーダーをＡ村民

がどのように選んできたのかを、村内各層へのインタビュー及び文献資料から記述する。以上をも

とに第７節では、地域政策の進展とリーダー選出過程との関係について議論を行う。

３．Ａ村におけるリーダーの析出過程 ―Ｔ氏を事例として―

　Ａ村で地域づくりが展開されていく過程において、昭和５０（１９７５）年から５８（１９８３）年までの２

期８年間、村長として村政を司ったＴ氏の果たした役割は注目すべきものである。Ｔ氏は、Ａ村職

員として昭和３０年代にはじまる農業構造改善事業や昭和３９（１９６４）年の農協合併等に積極的に取り

組んだ。彼は「村長就任前は経済課長として農業構造改善事業を最初から自分の手で計画樹立し、

実施した人」であり、「今日Ａ村が繁栄したのも」「尽くされた功績は誠に大きいものがある」（『Ａ

村農業協同組合合併２０年史』，１９８４，８０頁）というように、Ａ村の農業の基盤整備において大きな

役割を果たしたと考えられる。そして住民からも支持を得て、村長として選出されている。本節で



は、このようにＡ村の基盤作りに大きな影響を及ぼしたと考えられるＴ氏が、どのようにリーダー

として選出されていったのか、彼のライフヒストリーに沿いながら、そのプロセスを概観する。

（１）村役場で働く

　Ｔ氏は大正１５（１９２６）年、Ａ村Ｋ地区の農家の長男として生まれた。高等小学校を２年で退学し、

昭和１７（１９４２）年５月から役場の使丁（現在の用務員）として働くようになる。使丁の仕事とは、

便所掃除から郵便の配達、納税切符の配布と取り立て、そして召集令状を夜中に届けるなど、文字

通り使い走りのような仕事であった。昭和１７（１９４２）年７月には書記（現在の主事・主事補）とし

て配置換えされ、産業経済係に配属となる。昭和２０（１９４５）年５月には徴兵を受けるが、同年９月

には帰還となった。

　昭和３８（１９６３）年からはＡ村でも農業構造改善事業の計画がはじまり、昭和４０（１９６５）年から実施に

移される。このとき役場の職員だったＴ氏もこの事業に関与することになる。事業の内容は、主とし

て採草地を畑地にするものである。彼は、現地踏査や測量、図面謄写を行い、農地の向き・不向きを

決定したり、太陽光を考えて造林を規制するなどといった仕事に相当なエネルギーを費やしたという。

　さらにこの事業の促進にあたっては、県や国の指導もあり、農協合併が進められた。Ａ村では昭

和３５（１９６０）年から村内の５つの農協が時期をずらしながら合併し、昭和３９（１９６４）年に「Ａ村農

業協同組合」が誕生した。基幹作物は「リンゴ」と「米」に定められた。Ｔ氏はこのころ事務局長

についており、「夜中になると目見えなくなるくらい、この仕事の時間が長くて、やったんですが、

３回で１本になったんですよ」と、合併の難しさを語る。

　もうひとつ、Ｔ氏が力を入れて進めた事業に、３０年代前半からはじまった「農林講座」がある。

大学の教員や学校関係者、県の試験機関を講師として呼び、「農家と農業」「農村の習慣」などさま

ざまなテーマで、一冬に２０数回もの講座を開いた。あまりにいろいろな講座を計画・実施していっ

たので、「（昭和）４０年近くになりましたら、Ａ村はどうも『先進後進国』だと。頭がでっかちに

なって足がついていってねえじゃないか」と揶揄されるほどであったという。

　こうして「外に向かって農地を造成していく」「農協合併」「一般的な知識の導入」の「三位一体」

の事業にＴ氏は深く関わり、Ａ村の農業振興の基盤作りに大きな役割を果たした。

（２）村長選挙出馬の経緯

　彼は昭和４４（１９６９）年に産業経済課長に昇格する。昭和４６（１９７１）年に一度、村長選挙出馬の後

押しがあったものの、このときは「村長になる柄ではない」として出馬を見送っている。しかし昭和

４８（１９７３）年には経済課長となり、その後、昭和５０（１９７５）年の村長選挙に出馬を決める。このときの

出馬の際には、歴代の村長の１人であるＭ氏の影響を強く受けたという。彼は一度、昭和５（１９３０）

年に村長となるが、議会から「考え方が飛躍的過ぎる」として座を追われ、５年間で退任する。そし

て昭和２４（１９４９）年に再び村長に着任、以後、病に倒れるまでの１０年間、職務を勤めている。Ｔ氏
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によると「今の村があるのは彼のおかげ」であり、「彼の意志を継いだのは私しかいない」という。

　そしてＴ氏は、「形勢五分の大接戦を演じ、予想を覆す格好で」現職のＫ氏を破り、第２５代Ａ村村

長に就任する。「おとなしい人」という評価のＫ氏に対して、Ｔ氏は「アイデアマン」という評価で

あったという。この時の選挙戦では、「Ｔ後援会」が中心となって選挙運動を展開、村政刷新のムー

ドが若手であったＴ氏を後押しし、「Ｔ旋風」を巻き起こしたのが勝因とも報じられた（『東奥日

報』、１９７５年１１月３日付）。また、Ｋ地区の若い農家の人たちによって結成された「振興会」や青年

部の強力な後押しがあったという。

（３）その後の村政運営と村長選挙

　昭和５０（１９７５）年、Ｔ氏が村長となって１期目に、村政運営に暗い影を落としたのが、２度にわた

る災害であった。昭和５０（１９７５）年の集中豪雨では津軽地方全体で８億５千万円を超える被害を、

昭和５２（１９７７）年の集中豪雨ではＡ村だけでも家屋、耕地合わせて１億５千万円を超える被害を受

ける。また、昭和５１（１９７６）年には強い台風に見舞われ、リンゴが落果する。その被害は２２万箱にも

及んだ。着任したばかりのＴ氏に対し、１度目の災害時に村民の間からは「新人村長では復旧に対

応できないのでは」ともいわれたという。そして２度目の災害によって、結果として村の総合振興

計画の策定は遅れていくことになる。

　昭和５４（１９７９）年の村長選挙は、２,１２０対３７１とＴ氏の圧勝となる。これは、対抗馬が隣町に住む

「よそ者」であったということもあるが、Ｔ氏によると「村が変化を求めた結果であり、実績がモ

ノをいった」。ところが、３期目を目指した昭和５８（１９８３）年の村長選挙では、村を二分する争いと

なり、Ａ村の村長選挙の歴史でも最高の投票率となる接戦となった。Ｔ氏は、出馬表明が遅れたこ

とや、そのリーダーシップがやや強引すぎるという批判もあり、村長選挙に初出馬であった元村議

で新人のＹ氏に、１,５２０対１,４５１の僅差で敗れる。

　以降、２度にわたって両者による激しい選挙戦が繰り広げられることになる。とくに平成３（１９９１）

年のＴ氏２度目の再出馬の際は、当初出馬は予定していなかったけれども、収穫間近のリンゴに未

曾有の被害をもたらした台風１９号が契機となり、農業復興を掲げて再出馬の意志を固めたという。

しかし、Ｔ氏が再び村長の座に返り咲くことはなかった。その後、平成３（１９９１）年の村長選挙以

降は、Ｙ氏が無投票当選を続け、平成１５（２００３）年に村長の座を退くまで、５期２０年にわたる村政

運営を担うこととなる。

　以上のように、Ｔ氏は使丁から始まった役場勤めの過程において、農業振興を中心とした地域づ

くりに大きな役割を果たしてきた。そしてこのときに発揮された彼のリーダーシップが、住民から

の支持を得て、２期８年にわたる村長としての勤めを果たすことになったと考えられる。

　では、Ｔ氏を含めたこのようなリーダーシップはＡ村の村政の中でどのように位置づけられるの

だろうか。次節でＡ村の村政の歴史を、行政と施策の変化を具体的に明らかにしていくことから考

えてみたい。 



４．Ａ村行政の変遷と施策の展開

　戦後、Ａ村行政の施策の展開を、行政機構の変遷とともに見ていこう。なお、先にＡ村の戦後の

歴史を大きく３つに分けて紹介してきたが、行政施策の展開に注目すると、第２の時期の昭和４０・

５０年代は、さらに２つの時期に分けられる。よってここでは時期を（１）昭和３０年代以前、（２）昭和４０

年代、（３）昭和５０年代、（４）昭和６０年代以降の４つに区分して考察する。

　その際、とりわけ（３）昭和５０年代の変化にとくに注目してみたい。この時期は、日本全体でも高度

経済成長が終わって低成長に入り、徐々に公共事業の度合いが高まり、それとともに村の行政機関

の位置づけが大きくなった頃である。Ａ村の行財政にとっても、総合振興計画の策定などによる行

政の計画化、それに伴う行政内部の組織体系化が進み、大きな転換期であった。例えば、図１はＡ

村における財政について、普通会計における歳入・歳出の変化を示したものである。おおむね右肩

上がりのグラフで、とりわけ平成に入ってからの伸びが目立つが、昭和４０年代後半から５０年代前半

にも急激な伸びを示しているのは見逃せない。

　本節では、この昭和５０年代に生じた変化に留意しつつ、戦後から現在に至るＡ村の行政の変遷に

ついて、組織構成や財政状況の変化、また昭和５０年代以降に策定されたさまざまな計画の内容を示

しながらみていく。

　　（出典：Ａ村企画財政課資料より作成）

　

（１）昭和３０年代以前

　昭和２０年代のＡ村では、まだ「地主」「小作人」の名残があり、必ずしも「平等」な生活状況では

なかった。また、戦前の村役場の職員数は非常に少なく、役場の各係に一人程度が配置されていた

が、三役を含めてもその数は１０人程度であった。またこの頃は、福祉や教育に関する業務はほとん

どなかった。

　役場には財産家の子息が多く採用されて勤務していた。当時は、役場で働くことは「カラポネヤ
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ミ（「怠け者」の意）」だという風潮があり、村における公務員の地位も役割もそれほど高いものと

は言えなかった。

　昭和３０年代前半におけるＡ村の人口は５～６千人ほどで、農林業従事者が多く、一部、村内に

あったＢ鉱山で生計を立てているものもいた。しかし、木炭と畜産の斜陽化や貿易自由化の煽りを

受けて、Ｂ鉱山が昭和３７（１９６２）年に閉山したことに伴い、若者の村外流出が目立っていた。この

ような事態の中で昭和２４（１９４８）年から３４（１９５９）年まで村長を務めたＭ氏は、農家のための農協

育成に力を入れ、その過程で「農業振興計画」が立案・実施された。

　当時は稲作の他、畑作はリンゴが中心であり、野菜の栽培は自家用程度であった。小型の農機具

普及に伴い牛馬が急激に減ったため、採草地が不要となり、その多くはリンゴ園に変わっていった。

また、この頃「農林講座」の計画・実施により、村民の意識改革が進められた。

　昭和３６（１９６１）年６月に制定された農業基本法により、農協の役割が改めて重視されるようにな

り、Ａ村における農協合併の気運はさらに高まることとなった。そして昭和３９（１９６４）年、Ｋ氏が

村長を務めている時にＡ村農業協同組合が誕生している。Ｋ氏は、この農協合併に際して、合併促

進役として協議会を設立するなど、多大な功績を残した。しかしその陰には、のちにＫ氏と村長の

座を争うことになるＴ氏の実務手腕もあったと考えられる。

（２）昭和４０年代

　Ａ村農業協同組合の誕生を機に、農業振興の基盤として生産の共同化への動きが活発になり、リ

ンゴ関連施設が建設された。また、農業構造改善事業の一環として、既成水田の土地整備事業が行

われ、Ａ村高度集団栽培組合連絡協議会の設立により本格的な機械化が進められた。

　図１から財政の変化を見ると、昭和４０年代後半から歳入・歳出ともに急激な伸びを示している。

これは低成長期を迎えたことで、Ａ村においてもさまざまな公共投資が行われたことによるもので

ある。また、昭和４５（１９７０）年からは過疎地域対策緊急措置法による過疎地域指定を受け、国や県

から支援を受けている（表２）。 

表２　Ａ村の過疎対策費（単位・千円）

計過疎地域活性化特別措置法
（平成２～１１年）

過疎地域振興特別措置法
（昭和５５～平成元年）

過疎地域対策緊急措置法
（昭和４５～５４年）

過疎債事業費過疎債事業費過疎債事業費過疎債事業費

１,７１４,７００７,９８６,６３５４４８,８００３,７６８,９３３７６６,５００２,７２６,３３０４９９,４００１,４９１,３７２交通通信体系整備

４６０,４００２,７４６,６８７３９,０００９１６,２０８１４３,４００６０８,０２２２７８,０００１,２２２,４５７教育文化施設整備

１,１８７,１００８,９３７,１７６８０１,４００４,９５５,４１５２５５,８００３,４３８,５９５１２９,９００５４３,１６６生活環境厚生等整備

７７３,６００７,７０６,０８７６３７,９００６,２４３,５１６６１,０００１,２１２,７７５７４,７００２４９,７９６産 業 振 興

５０１,７００２,７３７,５３９２３３,１００１,７２２,７６０２６８,６００６６９,０５４－３４５,７２５そ の 他

４,６３７,５００３０,１１４,１２４２,１６０,２００１７,６０６,８３２１,４９５,３００８,６５４,７７６９８２,０００３,８５２,５１６計

（出典：『第４次Ａ村総合振興計画』，２００１，５１頁）



　一方、役場内の組織構成（図３）に関しては、昭和４１（１９６６）年には２２名だった職員数が、昭和

４５（１９７０）年の時点では３０名に増加している。また、昭和４１（１９６６）年の時点では各係１名程度の

配属であったものが、昭和４５（１９７０）年には係が集約されて、複数人が各係に配属されるように

なっている。また、新たに圃場整備を担当する係が新設された。 
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図３　Ａ村における行政の組織構成の変遷

（昭和４０年代）
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　（出典：Ａ村役場資料）
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（３）昭和５０年代

　昭和５０（１９７５）年には第２次農業構造改善事業によりライスセンターが完成した。また、稲作の

機械化により米の省力化が図られ、その余力がリンゴ生産に注がれることとなった。昭和５４

（１９７９）年には、リンゴのブランドの確立がなされ、銘柄の統一化が図られていった。

　三方を高峰に挟まれているＡ村は、集中豪雨による被害が多い地域である。前述のとおり、とく

に昭和５０（１９７５）年と昭和５２（１９７７）年の集中豪雨では多くの被害を受けた。このような背景から

も、国や県からの助成を得たうえで、危険地域の改修整備や防災ダムの建設が急務であった。

　前掲図１にみられる昭和５１（１９７６）年と昭和５３（１９７８）年の歳入・歳出の増加は、この災害復旧工

事関連のものである。また、この頃はいわゆる「箱モノ」の整備も多く進められ、歳出が大きく増加

した。

　役場内の組織構成（図４）を見ると、昭和５１（１９７６）年には、福祉厚生などを担う住民課とＡ村

総合開発センターが設置され、建設課内に台風・水害に伴う災害復旧係が新設されているのが特徴

的である。昭和５８（１９８３）年には班体制へと機構改革が行われ、企画関連の部署が独立して設立さ

れることとなった。

　このようにＡ村は、昭和５０年頃を境に行政機構や財政規模が拡大し、行政の計画化や組織化が進

むなど、大きな変化を遂げていく。また昭和５５（１９８０）年から平成元（１９８９）年まで過疎地域振興

特別措置法による過疎地域の指定を受け、約１５億円近くの財政支援を国や県から受けながら、交通

基盤の整備なども行われていった（前掲表２）。

　また、林道や農道、上水道などのインフラ整備が進む傍らで、村の総合振興計画が策定された。

農業委員会　　　2 

教育委員会　　　4 
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図４　Ａ村における行政の組織構成の変遷（昭和５０年代）



①昭和５３（１９７８）年「Ａ村総合振興計画」（第１次）

　Ｔ氏が村長に就任して１期目の昭和５３年に策定された総合振興計画は、目標年次を昭和６０（１９８５）

年とし、産業発展と生活基盤整備を目標として掲げている。「活力とまとまりのある村づくり」とし

て、リンゴと米の生産を主とした農業生産と林業を有機的に組み合わせた農業の振興を目指し、地

域の諸資源や保有労働力の有効活用を図った。そしてこの計画の実施過程において、村道や農林道

の整備、農業経営近代化施設の建設が進められた（『第４次Ａ村総合振興計画』，２００１，４１頁）。

②昭和５７（１９８２）年「第２次Ａ村総合振興計画」

　Ｔ氏が２期目の村長を務めていた昭和５７年、第１次計画の基本構成を引き継ぎながらも、約５年

間で生じた社会変化や政策理念の変化による修正が加えられ、第１次計画の目標年次である昭和６０

（１９８５）年を待たずに第２次振興計画が策定された。第１次の総合振興計画を「前期計画」とすれ

ば、この第２次計画は「後期計画」という性格を持っている。この中では、村営住宅建設や宅地造

成、リンゴ園内の農道整備、公共交通として３集落へのバス路線延伸、農地利用の高度化・適正運

営、リンゴ栽培の他、「文化の振興」「コミュニティの形成」などが謳われている（『第４次Ａ村総合

振興計画』，２００１，４２頁）。
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選挙管理委員会　2（兼２） 
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　（出典：Ａ村役場資料）
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（４）昭和６０年代以降

　Ｔ氏からＹ氏へと村長の座が引き継がれた、昭和６０年代以降には、観光交流施設「Ｒトピア」の

整備をはじめ、産業のみならず、村の特色を生かした村づくりが推し進められることになる。

　平成２（１９９０）年からは過疎地域活性化特別措置法による過疎地域の指定を受け、過疎債などによ

る国や県からの財政支援を引き続き受けた。これまでの過疎対策費については、主に交通通信体系

の整備、教育文化施設の整備、厚生福祉施設の整備などに比重を置いて活用されてきたが、平成２

年からは生活環境の整備や産業の振興に力が入れられた（前掲表２）。なかでもこの時期、上下水

道の整備に力を入れ、農村における生活環境の改善・充実がはかられていった（図５）。例えば下

水道整備率は、平成２（１９９０）年には５５.１％であったが、平成１２（２０００）年には９８.１％と、短期間に整

備が進んでいる。

　この時期のＡ村における行政の組織構成をみると、昭和６０（１９８５）年頃には現在と同じ約７０名体制

になり、職員一人当たりの住民数も昭和４０年代の２００人強から５０人強となった。そして、昭和６１（１９８６）

年に再び課係制となって以降は、特に目立った機構改革は行われず、現在に至っている（図６）。

　平成２（１９９０）年には「Ｒトピア」の構想を中心とし、平成１２（２０００）年を目標に据えた第３次

総合振興計画が策定された。そして平成１３（２００１）年には、第４次総合振興計画が策定されている。

①平成２（１９９０）年「Ｒトピア・２１　第３次Ａ村総合振興計画」

　この計画は、平成元年Ａ村制１００周年の節目に「２１世紀に飛躍する村づくりを目指し」策定され

た、平成１２（２０００）年を目標とした長期計画である。Ｙ村政となって以降初めて策定された総合振

興計画であるが、第１次・第２次と比較すると計画理念が大きく変化している。その中では「活力

に満ちた」「個性の輝く」「連帯感に支えられた」地域社会としていく事を基本目標としている。ま

た、 基本方向として「人づくり」「産業おこし」「いきいきライフづくり」「アメニティ・タウンづ

くり」という４つのアクション・プログラムに向かって、村の施策を総合的に立案・展開している。
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昭和55年 
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図５　Ａ村の水道・下水道普及率

（出典：『第４次Ａ村総合振興計画』，２００１，９４頁）
（資料：建設課）（％）



そして、シンボル事業として「リンゴの高付加価値化」「アップルタウン」「Ｒトピア」「Ａ・いのち

の森」「Ａロバ懇」「Ａ１０景づくり」の６つの構想が掲げられた（『第４次Ａ村総合振興計画』，

２００１，４３頁）。

②平成１３（２００１）年「第４次Ａ村総合振興計画」

　第３次までの計画とはさらに異なり、第４次計画は、今日の国内社会が経験している産業・社

会・行財政での大きな変化を考慮したものとなっている。産業、生活環境、自然との共生、コミュ

ニティ、保健・福祉、教育という各領域に政策目標や具体的対策を掲げている。そしてこれらの政

策目標達成のために、各分野にわたって行政施策と民間の果たす役割の一体化が強調されいる。各

政策領域における理念をまとめると、これまでＡ村が積み上げてきた「共同の力」をこれからの地

域づくりに生かし、生産と生活のしっかりした基盤の上に「豊かさの実感できる」地域づくりを進

めることにある。そしてその実現のために、行政と村民が一致協力した体制が求められている

（『第４次Ａ村総合振興計画』，２００１，５２－６５頁）。

　現在、この第４次総合振興計画が進行中であるが、市町村合併の動きに伴い、さらなる転換を迫

られている。
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　（出典：Ａ村役場資料）



　Ｙ村政の重要施策である「Ｒトピア」構想についてやや詳しく述べておきたい。昭和５９（１９８４）年

頃に、森林公園の構想がその原型としてあった。地域産業や経済への直接的な効果を求めるのでは

なく、住民の地域に対する誇りや地域個性、そのために必要な地域住民の活力を生み出すことが目

的とされた。ところが、「村に必要ではないものを作るより、もっと産業に直接的な効果がある対

策を」という反対意見が一部住民から噴出し、計画が停滞、規模縮小を余儀なくされる。それでも、

国の「ふるさと創生事業」等による機運の高まりから、村政１００周年記念事業として着工するに至った。

　「Ｒトピア」は平成元（１９８９）年にオープン、その後も国の補助や第３次総合振興計画に基づいた

整備が進められた。現在ではスキー場やテニスコート、温泉施設や宿泊施設、屋内プールなど、総

合的な観光レクリエーション施設に成長し、週末になると近隣市町村から大勢の人が集まっている。

（５）小括

　以上のように、戦後のＡ村の村政は戦後復興から始まり、まずはリンゴを中心とした農業振興を

中心に施策展開された。農業振興ではとくに１村１農協への合併と、農業構造改善事業の導入が大

きい。Ａ村の農業基盤整備は、現在まで進められている共販率の拡大と稲作栽培の共同化の取り組

みに至るまで、一貫して継続されている。一方で、昭和５０年代には、２度の大災害に苦しめられる

が、復旧とともに計画行政がスタートし、行政組織の拡大とともに、財政的裏付けも確保しながら

生活環境整備が進められた。そして昭和６０年代以降は、とくに下水道整備に代表される生活環境整

備のさらなる推進、そして「Ｒトピア」事業を中心とした観光面の整備が推し進められた。

　こうしたＡ村の施策展開の結果、高品質で市場評価の高いリンゴの生産、販売路の確保が進めら

れ、農業経営が高い水準で維持されることとなった。また他方で生活環境整備は村民の生活の質を

高め、さらに観光交流施設「Ｒトピア」は、リンゴと米以外に何もなかったこの村にシンボルをも

たらし、村民に誇りを生んだ。

　こうした施策の展開は、その各時代を担ってきた村長のリーダーシップのもとに実行されてき

た。小さな一農村の中で村長の手腕は極めて重要であり、ここで見た政策の展開は、村長の座に就

いた人々がそれぞれにそれ以前の事業成果をうまく継承しながら、さらにそこに新しいものを付け

加えてこの地域の発展をもたらした過程として見ることができる。なかでも、それ以前のＭ氏・Ｋ

氏による農業振興策をよりいっそう推し進めたＴ氏の８年（昭和５０年～５８年）と、これを継承しな

がらも、昭和６０年代から村政の一翼に生活環境改善・観光交流事業を明確に位置づけ、村民の生活

の質の向上をはかったＹ村政（昭和５８年～平成１５年）とが印象的である。

　こうした政策継承・展開の中で、住民によるリーダー選出がどのように行われたのかを、次に問

題としよう。Ａ村の選挙史を振り返るとき、とくにここで注目している昭和５０年代の前後に、かな

り激しい選挙戦が繰り広げられたことが目につく。昭和５０年代前後、選挙によって村長を選出する

ということが村にとって非常に重要な意味をもったと考えられ、昭和５８（１９８３）年の選挙に見るよ

うな９７％を超える高投票率はそれを裏付けている。そしてこのリーダー選出過程を通して行われた
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リーダーの変更・継続が、この村の政策の展開と強く連動していることを、以上の分析から明らか

にしえたと思う。

　これらのリーダー選出はすべて選挙による。では、選挙はどのように実施され、村民はどのよう

にリーダーを選んできたのだろうか。そしてそうしたリーダー選びは、どのように政策形成と結び

ついていたのだろうか。

　続く節では、このリーダー選出過程としての選挙を検証する。まずは選挙に当然関わると思われ

る、Ａ村の主要な社会層の選挙時の動向を確認し（第５節）、その上で当時の選挙が実際にどのよう

に行われていたのかを、聞き取りをもとに探っていきたい（第６節）。

５．選挙と各社会層

　本節では、Ａ村の社会構造上、選挙過程にとって重要と思われる各層の選挙時における動向を確

認する。ここではまず、（１）地縁・血縁によるネットワークが選挙時にどのように動いていたのか

を確認する。さらに（２）Ａ村の基幹産業であるリンゴを支える農家や農業団体の動向と、（３）第２

次・第３次産業の蓄積の小さいＡ村のなかで、公共事業等の関連から、とくに土木建設業界の動向

を明らかにする。さらに（４）選挙時の女性の動きを婦人団体の歴史を通じて検討する。

（１）地縁・血縁

　地縁・血縁と一口に言われることが多いが、その影響の仕方は全く異なる。

　まず地縁であるが、かつては県・村議員の選挙で、地区が饗応の場になったこともあったという。

しかしながら公職選挙法施行後、罰則が厳しくなると、そうした表だった動きはなくなり、昭和５０

年代には常識としてもはやそうしたことは見られなくなっていく。まして村長選挙では、自らの地

区から候補が出るのでない限り、地区が選挙で積極的に動くことはなかった。

　むしろ選挙で重要なのは血縁である。正確には、血縁に準じるマキ（同族関係）が強く働いた。

戦前に村長を務めたのは「資産家で地主である人」であった。いわゆる「オオヤケ」であり、その

背後には同族集団的な家々の支配・従属関係があった。戦後、男女普通選挙制が導入され、また家

々の自立性が高まっていくに従って、立候補する人も「資産家」に限られなくなっていく。その代

表がＴ氏であった。

　Ｔ氏が村長選に出た背後にあったのは、むしろ「同志」の存在であった。出身地区を中心に、村

役場で「こころざし」を同じくする者や、同年代の人々が集まって、Ｔ氏を擁立したことはすでに

第３節で見たとおりである。しかしそれ故に、昭和５８（１９８３）年の村長選挙で、当時現職のＴ氏が

新人のＹ氏に負けたことについて、Ｔ氏がＹ氏に比べて親戚が少ないことを理由としてあげる人が

多い。Ｔ氏は秋田の出身で村内に親戚関係が少なかった。他方、対抗馬として現れたＹ氏は、農協

役員を務める傍ら議会の議長も担った人物で、Ａ村の中心集落の一つであるＧ地区の旧家の出身で



あった。Ｙ氏には村内に関係を持つ家々が多く、そうした関係するマキの豊富さがＹ氏当選の源泉

であったという見方が強い。

　マキは選挙に際しては非常に強く作用した。だから政略結婚なども十分にありえたわけである。

結ばれたマキは固い票田となる。だが注意すべきは、血縁（マキ）は固いだけにクリーンで、容易

には「転ばない票」だという点である。血縁（マキ）は候補者の固い支持基盤であって、こうした

基盤の上に、その他の浮動票をどう取り込むかという形で選挙戦は行われるのである。

　では地縁・血縁以外の社会的動員は、どのように働きえたのだろうか。次に、この地域で選挙の

動向と関わりうると思われる農業、土木建設業、女性の三つの領域を取り上げて検討しておきたい。

結論を先取りすれば、これらのどの領域でも特定の利害が選挙に強く関与することはなかった。候

補者を取り巻く支持層も、また彼らの運動を受ける浮動層も、いずれも個人として候補者を応援し、

個人として投票先を選択するのである。そのことを確かめるためにも、これらの各領域に関わるＡ

村の集団・団体形成のこの頃までの過程と、そしてそれらが選挙時にどのような動きをしていたの

か（していなかったのか）を、順に確認しておきたい。

（２）農家・農業団体

　Ａ村の基幹産業は農業である。その農業を支えているのがＡ村農協の活動である。現在では、農

協のリンゴ共販率は９５％で村のほぼ全農家が農協を活用している。またＴ氏が村長を務めていると

きに、農協が村の指定金融機関となっており、村と農協はつねに一体となって村の発展に関わって

きた。

　先述したように、昭和３９（１９６４）年に農協合併があり、それを機に農協は大きく発展した。リン

ゴ貯蔵用の冷蔵庫が２棟設置されると、それまでの仲買いを通した販売から、農協による共販化が

進められていった。農協の努力の結果、収穫したリンゴは農協に持っていくものだという意識が農

家に徐々に浸透し、また平成３（１９９１）年の台風１９号災害を契機にさらにその必要性が認識されて、

現在では１００％に近い割合となっている。

　農協の下部組織としてはまず青年部がある。合併前の５農協それぞれに青年部が存在していた

が、農協の合併を機に青年部も合併した。農協青年部は、農協運動の推進、青年組織、自主的・同

志的組織といった原則があり、政治的にも中立の組織であるという。青年部は、農協の加工リンゴ

の安定供給を先頭に立って行うなど、大きな役割を果たしている。

　この他、リンゴの共同防除や稲作関係の組合、土地改良区などもあるが、これらの農業関係の団

体が、団体として選挙に関わることはほとんどなかった。農業問題を通じた選挙での策動もみられ

ず、投票はすべて個人に委ねられる。このことはまた逆に、候補者側の方でもとくに農業問題上の

論点を選挙の争点に持ち込むことがなかったこととも関連していて、結果として、戦後のＡ村の農

業政策は過去を否定することなく、継続的に行われてきたことになる。 
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（３）土木建設業界

　候補者と土木建設業者との関わりは選挙には付き物である。本村の位置する青森県津軽地方では

それがとくに露骨に行われ、なかでも町村長選では、負けた側の業者が行政の指名業者名簿から外

される等といったことが当然のごとく行われた。津軽の多くの町村では、土建業の他は公務員か農

協以外に雇用先がなく、少ないパイをめぐって選挙の勝敗は切実であった。よって役場の中でも、

選挙後にはしばしば、いわゆる報復人事なども見られたわけである。

　しかしながら、Ａ村においてはそうした関係を確認することはできなかった。その背景につい

て、やや詳細になるけれども、Ａ村の建設業の生成と行財政とのかかわりに注目しつつ、具体的に

示しておきたい。

　Ａ村の長い歴史のなかで、最も建設業の数が急増した昭和５０年代を中心に事業所数と従業員数を

とりあげたのが表３、表４である。表３をみると、昭和４７（１９７２）年の時点でわずか４件にとどまっ

ていた建設業の事業所数が、昭和５０（１９７５）年に３倍の１２件、そして昭和５６（１９８１）年には再び１７件

にまで増加しており、従業員数も右肩上がりで上昇している。また表４によると、その事業所数の

増加の多くは１～４人の小規模事業所であることが分かる。

 
表３　建設業事業所数と従業員数の変遷

表４　事業所規模別の建設業事業所数・従業員数の変遷

（出典：『事業統計調査報告　都道府県編　青森県』第２巻その２）

（出典：『事業統計調査報告　都道府県編　青森県』第２巻その２）

従業員数（人）事業所数（件）

雇用者数（人）

うち常雇数（人）

５５６７７２４昭和４７

４２６２７７１２昭和５０

４７８６９９１０昭和５３

７３８８１１５１７昭和５６

事　　業　　所　　規　　模

３０人以上２０～２９人１０～１９人５～９人１～４人

従業員数事業所数従業員数事業所数従業員数事業所数従業員数事業所数従業員数事業所数

５７１－－－－９１６２昭和４７

３１１－－１０１１０２２６８昭和５０

４１１２１１１３１６１１８６昭和５３

３５１－－３８２２０３２２１１昭和５６



　この時期に急速に土木建設業が生成した背景には、昭和５０（１９７５）年と５２（１９７７）年の災害があ

る。当時、既に村内最大手のＨ組が土木業を営んでいたが、それ以外の業者は水害を契機にして生

まれた。昭和３０年代に村内において農業構造改善事業を行った際には、村外業者のみが事業に携

わっており、村内業者は参入していなかった。これは、もともと地元業者が少なかったことによる

もので、この時期には秋田や北海道からも業者が参入していたという。

　こうしてＡ村の土建業者の生成は公共事業とはじめから結びついたものであった。以下ではこの

時期に公共事業の請負業者として立ち上がったＦ興業の事例から、この経緯をもう少し具体的に跡

付けてみたい。Ｆ興業は、現在、村内に１５件ある建設業者のうちのひとつである。

　前社長（初代）のＦ氏は農家の出身であったが、当時、農業構造改善事業直後でまだリンゴの収穫

が見込めなかったこともあり、また昭和４０年頃の建設ブームの影響もあって、大工の棟梁の元で働

きはじめた。昭和４１（１９６６）年に独立しては建築業を営んでいたが、昭和５０（１９７５）年の大水害の時

に村内の業者が手薄であったことや、村長となったばかりのＴ氏から勧められた事、Ｆ氏が平板測

量の資格を持っていたことなどがきっかけとなり、昭和５０年代に土木業経営の許可を受ける。最初

は地元の工事が主であったが、その後実績を重ね、現在では農林関係事務所発注の県の事業や弘前

市を含め周辺市町村事業、および村内の事業を受注している。

　昭和５０年代当時、Ｆ興業が受注した災害復旧工事では、河川にブロック張りの護岸を設置する作

業が多かった。昭和５１（１９７６）年からは１ヶ月に１つのペースで仕事が入り、小規模工事は相当数に

上った。事業請負は実績重視となるため、災害以後５～６年で成長し、労働者は当初雇用していた

３名から、最盛期には約５０名にまで増えた。これは、雇用が足りないと落札した事業の工期に追い

つかないため、人員を補充していった結果であるという。この頃は募集などしなくても、次々と雇

用を依頼してくる人が現れた。時期が来ると出稼ぎに行く人もいたが、機械（重機や特殊車両と思

われる）を使う人のなかには、そのまま残って作業を頼むこともあったという。当初、村の事業が

３～４件、弘前市は月１件程度の事業、落札価格は２００万円から高額なものまで様々であった。

　こうした事業の発注をめぐっての選挙活動は、Ｆ氏によると、Ａ村では特になかったという。一

般住民の意識として村長が替わっても協力してやっていこうとするので、派閥争いなどは起こらな

いのだという。

　加えて、この時期に始まる公共事業のパイが、とくにとぎれることなくごく最近まで続いてきた

ということもあろう。つまり災害復旧の後も、昭和５０年代には道路改良工事や村営住宅の竣工など

の様々な公共事業が行われた。そして昭和５８（１９８３）年以降にＹ氏が村長となってからも、上水道

率１００％、下水道率９５％以上と、県内でも屈指の水道設備の完備が進められた。のちの「Ｒトピア」

の建設なども含め、公共事業は着実に村の中で実施されてきたのである。さらに、Ａ村では昭和５０

年代に多くの土木建設業者が設立されたが、その後は特に大きな新規参入がなく、限られた業者で

仕事を請け負ってきたことも見逃せないであろう。業者の競合関係が少なかったのである。

　こうしたことから、Ａ村においては、公共事業の取り合いと激しい選挙とを関係付けることは難
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しい。むしろ「利害関係者は生活がかかっている分、ある意味で理性的である」という話も聞かれた。

土木業者にとっては仕事の有無は死活問題であり、だからこそ鞍替えも平気で行われたのである。

　やはり、むしろ選挙結果が直接的に響かない一般選挙民の方が、選挙の激しさにより強く関与し

ていたと思われる。このことは、各選挙事務所で取られた様々な選挙戦略にも如実に現れるが、そ

うした作戦を見る前に、もう一つ、女性層の動向を見ておきたい。

（４）女性・婦人団体

　ここでは、Ａ村の代表的な女性・婦人団体である「婦人会」の変遷を通して、選挙とのかかわり

を見てみよう。昭和２０年代前後に新生活運動が始まり、その一環としてＡ村には昭和２２（１９４７）年

にＡ婦人会とＧ婦人会が結成された。このころ、婦人会はみな毎戸加入であった。活動は多岐にわ

たり、馬のワラやし尿に寄る蝿・蚊の駆除のために、駆除薬を散布するなどといった活動も行われ

ていた。昭和２５（１９５０）年には、婦人会の中に婦人学級が誕生した。この頃の婦人学級は冬の間だ

け行われていたが「教室がふくれ上がる程盛況であった」という。婦人学級は、子供のしつけや栄

養面の指導など、生活に必要なことを学ぶ場であった。そうした中で、農業基盤整備は「男の人た

ちのこと」であったが、生活基盤整備は女性にとって大きな画期であり、昭和４０年代に「水道が

通ったことがさ、あの、もう生活の上で、一番のありがたいこと」であった。

　当時はやはり、女性はとくに夫から強制されることはないものの、夫の応援する候補に投票する

ことがふつうであった。とはいえ、浮動票として位置づけられる限り、女性にも直接的に投票の依

頼があったようであり、「投票依頼のお金を持ってくる人もいて、受け取らないと信用されなくな

り、（その人に）投票したのに恨まれる、というようなこともあった」という人もいた。

　昭和４８（１９７３）年にＡ婦人会とＧ婦人会が合併し、「Ａ村婦人会」が誕生する。これはＡ・Ｇ小学

校の統合に伴うものであったという。婦人会活動はこの頃がピークであった。

　昭和５０年頃から女性が車を運転するようになり、この頃を境に女性の働く場所が弘前にも増え

た。子供たちの高校への進学も増え、弘前市への通学も日常化した。そして車社会になるととも

に、家の人に断りなく出かけることが増え、婦人会は何かを勉強したい者が利用する場にすぎなく

なった。婦人会員は昭和４８（１９７３）年頃にはおよそ６００名を数えたが、その後は減少を続け、現在の

会員数は２００名ほどである。

　婦人会の経緯を見ると、女性の地位向上と、選挙への参画の変遷が裏に透けて見える。戦後から

昭和４０年頃までの女性の地位は高いものではなく、選挙もやはり夫に従うことが多かったようであ

る。しかしその後、生活の合理化、生活圏の拡大により、自由・平等の機運がそれなりにこの村に

も入り込んでくる。新しく嫁いでくる人たちの婚姻圏も広がっていった。女性たちも自らの判断で

選挙に臨むことが当たり前になった。しかし女性たちが、婦人会などの組織を通じて、誰か特定の

候補に票を集めることもなく、地縁・血縁・その他の縁がなければ、基本的には浮動票として、「好

きな人に入れる」ことがふつうであったと考えられる。 



（５）小括

　以上の検討から次の点に注意を促したい。

　まず第一に、選挙に際し、最も重要なものは縁である。地縁・血縁の他、様々な縁が活用される。

なかでも血縁（に準じるマキ）は大きな力である。しかしこれらの縁は「固い」ものであり、選挙

戦はこうした縁から漏れる人や、あるいは薄い縁であるために寝返る人を自陣に取り込む方向で実

施される。選挙で核になるのは、候補者と、それを取り巻く、何らかの縁で結ばれた支持者たちで

ある。昭和５８（１９８３）年の村長選挙では、「同士」縁で結ばれた現職のＴ氏と、地縁・血縁を活かし

たＹ氏との闘いであり、結局僅差でＹ氏が勝利した。

　その際第二に、縁以外の「利害関係」や「集団・組織」は、選挙を動かす動力としてほとんどその

作用を認めることができなかった。基幹産業である農業、直接選挙結果に関係しうると思われる土

木建設業界、また女性や婦人団体に関しても、いずれも選挙に作用する決定的な力にはなっていな

い。このことは政策論が候補者の間で戦わされるわけではないことと相まっていると思われるの

で、後でも検討したい。

　いずれにせよ、一方で、基本的にどちらが選挙で勝っても、それほど大きな違いではないかのよ

うに振る舞っている住民たちの態度があり、しかもまた他方で、そこにすべての人が関わっていく

という総参加の構図がある。こうした状況の下で、選挙は候補者を取り巻く支持層が、いかに浮動

票を獲得するかという形で展開されることになるのである。では一体どのような選挙活動が展開さ

れていたのか、次に見ていきたい。

６．村長選挙はどのように行われたのか

　ここではリーダー選びの直接的な過程である選挙が、この村でどのように行われていたのかを検

討する。ところで、昭和５０年頃、津軽地域では度重なる選挙違反事件が生じ、いわゆる「津軽選挙」

が問題となっていた。まずは当時の津軽の世相として、どのようなことが選挙時に問題とされてい

たのかを確認しておこう。

（１）津軽選挙

　昭和３０年代から昭和５０年代にかけて、青森県津軽地域で数々の選挙違反事件が生じた。昭和２９

（１９５４）年初代黒石市長選当選無効の争い、昭和３０（１９５５）年鶴田町分町住民投票水増し事件、昭和

３３（１９５８）年金木町町長選不正開票事件、昭和４２（１９６２）年柏村村長選不正代理記載事件、同年鶴田

町町長選投票増減事件、昭和４６（１９７１）年鰺ヶ沢町２人町長事件、昭和５０（１９７５）年中里町町長選

開票所乱入事件、昭和５４（１９７９）年市浦村・選挙長雲隠れ事件等が主なものである。こうした事件

はマスコミでも大きく取り上げられ、「津軽選挙」の名が付されてセンセーショナルに論じられた。

　津軽選挙の特徴として、選挙戦の激しさや違反の横行のみならず、本来は不正を取り締まる立場
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の選挙管理委員が違反に積極的に関与していた点があげられる。「選管を制するものが選挙を制す」

とも言われ、不在者投票の悪用、投票の偽造や水増し、異議申立の濫用等、選管の関与なしには不

可能な違反が頻出した。

　もちろん、激しい選挙戦や選挙違反行為は津軽地域に限るものではない。しかし、公職選挙法施

行後も違反が絶えず、昭和５０年代まで激しい選挙が続いたこと、また青森県を二分する津軽と南部

のうち、圧倒的に津軽地域の現象だったこと、加えて、上記のように事件として表面化したものに

限らず、選管の絡んだ激しい選挙攻防が津軽の各地で見られたこと、こうしたことが一連の現象を

「津軽選挙」と言わしめたのである２）。

　Ａ村における村長選挙の投票状況を見ると（前掲表１）、昭和５０年代から平成３（１９９２）年まで非常

に激しい選挙戦が行われており、投票率だけを追ってみても、いずれも９０％前後と高いものとなっ

ていて、村民の村長選出への興味が非常に熱くなっていることが伺える。とくに昭和５８（１９８３）年

の選挙においては９７.７％と、史上最高の投票率となっていて、こうした津軽選挙現象との関連性の

高さが垣間見える。

　もちろんＡ村にはとくに悪質な違反などはなく、津軽の他地域に比べればおとなしい方であった

といえる。しかしそれでも選挙戦の激しさはやはり他地域と同様であり、またそこで選挙を激しく

していた構図も基本的には同じであったように思われる。すなわち、候補者陣営においては一票で

も多くの票を勝ち取るため、浮動票をめぐってさまざまな作戦や運動が展開された。そこでは政策

論争はほとんどなく、自陣の候補者を勝たせるための「選挙のための選挙」が行われていた。以下

では、当時の選挙戦の様子を多方面からの聞き取り情報を元に、一連の「作戦」（と実際に呼ばれて

いた）を描写する形で再現してみよう。

（２）選挙における作戦

　昭和２３（１９４８）年に政治資金規制法が制定され、昭和２５（１９５０）年には悪質な選挙違反を処罰す

るための公職選挙法が制定された。こうした法的規制がきちんとした形で機能するまでは、Ａ村で

も露骨な選挙違反があり、例えば地区の人を集めて候補者が演説するというので行ってみると、飲

食の饗応が行われていたということもあったという。昭和５０年代の選挙では、そうした表だった違

反行為は見られなくなっていたが、それでも選挙にかける各陣営の意気込み、勝つための戦術には

並々ならぬものが見られ、それは当時の高投票率にも反映されている。選挙の際の候補者陣営の作

戦を順に見ていこう。

　作戦はまず、選挙事務所で「票を読む」ことから始まる。選挙人リストを作成し、一人一人誰に

つくのかが入念にチェックされた。この中で、すでに述べたように、血縁のある親戚筋はまずは固

い票田である。その意味で血縁はクリーンである。こうした親戚の他、同志や同窓などを加味して

票のカウントが行われる。そしてしばしば激しい選挙活動が行われるのは、どちらでもない浮動層、

また寝返る可能性のある相手票に対してである。こうした動く票を巡って攻防が始まるわけである。



　まずはそれぞれの筋を通じて票のとりまとめが行われる。とりまとめにはかつては饗応や買収も

用いられた。Ａ村に限らず、農山漁村ではまとまったお金を動かせるのは大きな商店か建設業者に

なる。こうした人々が各陣営にそれぞれつくことになる。

　票読みはかなり綿密に行われた。そしてどうしても「１００票足りなければ、（相手陣営から）５０票

崩す」作戦が練られることとなる。具体的には、切り崩し可能な住民のところに出向き、「タマを打

つ」。いわゆる現金供与である。

　しかし、たとえお金が動いても、必ずしも候補者に投票するとは限らない。また買収も相手陣営

との取り合いであるから、相手側の動きを封じ込めることも重要である。街道沿いに張り番が出て

両陣営が見張り合う。またどちらともつかない者は、顔見せに選挙カーに乗せるということ等も行

われた。自陣の者であるということを表明させるわけである。この他、投票日には投票所までの送

迎が行われたり、またかつては投票後に饗応などが行われたこともあったという。他方で「この人

に」と思っていても、運動員の態度によっては、「あの人物についていくのは嫌だ」ということにな

り、票が「逃げる」こともあった。

　このように選挙違反まがいのことも行われたようだが、ここで重要なことは、たとえ過激なこと

を行ったとしても、候補者陣営には、投票者の意志を最終的に決定する力がない点である。誰に投

票するかは最終的には個人の自由であり、たとえ現金が動いても必ずしもそちらに投票するとは限

らない。しかしまた他方で、投票者には、狭い村の中で「どちらにつくのか」が徹底的に問われ、

個人個人の意志決定が強烈に促された。どちらかには投票しなければならないのである。だからこ

そ徹底した票読みと、切り崩しの作戦が行われたわけである。

　それゆえ、投票日まで結果は完全にはわからない。投票日は、今度は誰が誰に投票したかの探り

合いになる。投票の立会人も、選挙を公正に行うためというよりは、自陣に投票しているかを

チェックし、また相手方に投票しないよう睨みを利かせるために立てられる。ここでも攻防が繰り

広げられ、投票者の書いているものが立会人に見えてないかと互いにクレームがつけられた。この

他にも「不在者投票」も当然活用されたと思われ、他地域では何人もの逮捕者を出すまで悪用され

たケースもある。出稼ぎに出ていた人物が帰ってきて投票に行ったところ、すでに郵送で投票され

ていた、などは津軽の各地域でよく聞かれた話である。だから出稼ぎに出ていた人たちも、選挙の

日に合わせてわざわざ帰省するということもあった。

　投票が終わってもさらに攻防は続く。開票会場にはたくさんの人だかりができる。票の記載をめ

ぐって、文字の判別に一悶着ある。票が誰に入れられたものなのかも駆け引きになる。そしていよ

いよ結果が出てもさらに攻防は続いた。負けた方から、開票に関しての異議申立、やり直しの要求

が出る。とくに僅差で破れた場合、再三にわたって開票作業のやり直しが要求されることになる。

　以上のような選挙の流れはＡ村に限らず一般的なもので、津軽の他地域ではこの上に違反行為を

含め様々な独創的戦略が練られた。選挙戦の激しい地域では、開票作業の妨害や露骨な買収工作な

ど、刑事事件に発展するような出来事もあり、これらが津軽選挙として問題化したわけである。また
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本村では確認できないが、他地域ではこの上に、支援した候補の当落により、それに関連した役場

の報復人事や、支持する特定団体への利益供与など、生活に直接影響を及ぼすこともあったという。

（３）小括

　Ａ村におけるリーダー選出の過程は、この時期の津軽地域の中では比較的穏やかな方であった。

しかし基本的な構図は同じであり、それをまとめると次のように言えよう。

　選挙では基本的に政策論争はなく、また直接的な利害関係が表に現れることもなく、選挙は「人

を選ぶ」ことそのものの過程として行われた。村の中の社会的ネットワークが、既存の関係／新し

い関係を織り交ぜて複雑な形式を取り始めていたこの時期、その中の中心人物２名が立候補し、そ

のどちらが勝つかが問題となった。他方、投票者は基本的に「個人」であり、誰に入れるかは自由

であった。しかしどちらに入れるかは必ず表明しなければならない状況にあり、そしてそれがある

程度分かるからこそ、両陣営で激しい切り崩しも行われたのである。

　このように、リーダー選出過程である選挙の動向を見ていくと、そこには政策も利害もなく、そ

の選択が単に候補者の人物選びであったことが明らかとなる。こうしたリーダー選出過程と、前に

見た地域政策の継承・展開の過程をどのようにつなげて考えていけばよいのか、最後に若干の考察

を行って本稿を閉じたい。

７．要約と考察 ― リーダー生成過程と地域づくり―

（１）要約

　ここまで述べてきたことを整理し、本稿の要約としよう。

①　Ａ村の戦後史を追うとき、かなりクリアな形で、農業振興から生活基盤整備へ、そして平成に

入ってからの観光開発・都市交流の進展という政策展開を見て取ることができる。農業振興・生活

基盤整備・観光交流の領域が順に事業展開され、またこれらがうまく結合した形で村の豊かさを実

現してきた。現在は平成不況の中で必ずしもよい成績を上げているとは言えないが、Ａ村が青森県

の地域づくりの優等生であるゆえんはこうした施策の積み上げにあり、このことは村民の生活満足

度にも強く現れているのである（田中・山下，２０００）。

　この中で地域づくりの大きな転換点は、農業振興一筋の地域振興策から、生活基盤整備・都市交

流施設の整備に取り組んだ昭和６０年代～平成初期にある。そしてこの展開が、Ｔ氏からＹ氏への

リーダー交替と符合していることを確認した。Ｔ氏は役場職員から出てきた人物で戦後の農業振

興、とくにリンゴの振興に尽力したリーダーである。これに対し、Ｙ氏はＡ村の大きな農家の出身

で議員も経験した旧家の出である。Ｙ氏の村政を見ると、Ｔ氏の進めたリンゴを中心とした農業施

策展開を引き継ぎながら、この上に生活環境整備を上乗せし（すでにこの領域はＴ村政でスタート

していた）、さらに都市交流事業を新たに展開させており、我々はここにＡ村村政の継承と発展を見



ることができる。

②　このようにＴ氏とＹ氏のリーダーの施策展開には、一方による否定よりはむしろ継承の上での

展開を見て取ることができるのだが、このリーダー交替は、非常に激しい選挙戦の結果であった。

そしてＹ氏が村長の座に着いた後も、２度の激しい選挙戦を二人は戦ったのである。ところで、Ｔ

氏が最初に村長となった昭和５０（１９７０）年頃の事情を振り返ってみると、この時期に村の財政規

模・組織規模が急速に拡大し、「村づくり」に関わる行政の力が短期間に増大していることに気付

く。Ｔ氏自身が言うように、もともと村役場の職員は「カラポネヤミ（努力をしない人、骨折りを

惜しむ人）」と呼ばれる存在であった。戦後の農業振興の牽引を経て、また昭和５０年代はじめの度重

なる災害もバネにしながら、行政の力は急速に大きなものとなっていった。このことは村長の力の

増大でもあり、この時期、村長というリーダーの選出が村民にとっても重要な関心事となっていっ

た状況を見て取ることができる。

③　しかしながらこうした背景がある一方で、現実の選挙戦は、見る限り次のような大きな特徴を

持っていた。

　第一に、選挙には〈利害関係〉が現れない。有権者のほとんどがリンゴ栽培と稲作の複合経営農

家であり、本村には、仕事上の差異が利害関係として表出することがそもそも少ない事情があった。

しかし他の産業でもそうした利害関係を選挙で表現する事は見られず、とくに土木建設業は村の公

共事業と関わって選挙と密接な関連を持つものだが、これも選挙で表だって活躍する場面は見られ

なかった。もちろん土木建設業がどちらかの陣営につくことはあったが、選挙を動かすには金銭が

必要であり、そうした層が商家も含めてどちらかに必ずついたということにすぎない。また、土木

建設業の現代的生成は昭和５０年代以降であり、しかも零細企業が多かったから、「生活がかかって

いる以上シビア」であって、負ければ勝った方につく力学も働く。また昭和５０年代以降も持続的に

村の財政支出が伸びていた事情もあって、パイは大きく、利権がらみで選挙が動いたことはこの村

ではなかったようである（ただし、別の地域には利権選挙が問題視されたところもあり、津軽のどの

地域でも利権選挙がなかったと言うわけではない）。むしろ選挙戦は、とくに直接利害関係がある

わけではない支持者たちが、候補者と直接関係のない浮動層を取り合う戦いとして展開されていた。

　特徴のもう一つは、こうした村の浮動層の争奪戦が、〈政策論争〉として展開されなかったことで

ある。例えばＴ氏にもＹ氏にも政治家としての目的があり、中心とする施策とともに、相手方への

政策上の批判点が明瞭に存在した。その違いはその後のＹ氏の政策展開にも現れている。しかしそ

うした政策の違いは、選挙という場面にはほとんど登場することがなかった。

　選挙はこうして、政策論争もなければ、利害闘争が表に出てくるものでもなく、ただ選挙のため

の選挙にいかに勝つのかを目的として戦われていた。支持者たちの間で、浮動層としての個人たち

をいかに自陣に取り込むか、様々な作戦が練られ、実行された。勝ってどうするかということ以前

に、相手に勝つことそのものが目的とされた。こうした選挙のあり方は当然、村を選挙のたびごと

に加熱することとなる。そして、こうした選挙の特徴は、当時「津軽選挙」と呼ばれて問題視され
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ていたものに共通することであった。とはいえＡ村は、問題となった地域とは違い、露骨な犯罪行

為が行われなかった点で、おとなしいタイプである。それでも選管を含めた駆け引きはＡ村でも常

套手段であり、各陣営の戦略は丹念に練られ、辻つじに見張りが立ち、開票場に人々が詰めかけて

いた点は同じである。

　以上のように、政策論争も直接の利害関係も表に現れない「選挙のための選挙」という激しい選

挙戦を通じて、Ａ村のリーダーは選ばれていた。そしてこの結果として、上に見たような地域づく

りは展開していたのである。

④　その後、こうした選挙は鎮静化する。この村で、もう二度とこうした選挙が行われることはな

いであろう。以上をふまえて、最後に考察を行う。

（２）考察

　地域政治における政策決定過程に関する社会学的研究には、大きく分けてこれまで二つの方向性

があった。

　第一は投票行動に関わる研究である（三宅他，１９６７；小林，２０００など）。投票行動の研究では、

主に国会議員選挙が取り上げられ、地域における政党支持の動向が解析された。その中ではとく

に、地方政治における保守層の析出、革新層の対抗（可能性）が問題となっており、こうした政党

支持と地域社会との関連は、ＳＳＭ調査でも継続的に取り上げられてきた。

　第二はいわゆるＣＰＳ（Community Power Structure）の研究である。地域における権力構造

分析の中心的な論点は、現実の政策決定のリーダーシップを説明するのに、権力エリート論と多元

主義論とのどちらが的を得ているかにあった。言い換えれば、地域政治においてデモクラシー（民

主主義）がいかに達成されているのかが問題とされた（すなわち、多元主義モデルがよりデモクラ

シーに近い）のであり、アメリカで熟成されたこの議論が日本の調査・研究に持ち込まれる時には、

日本の「市民社会の未成熟」が問題視されることが多かった（秋元，１９７１など）。

　地域政治研究はこれらにとどまるものではないが、いずれにしても、これまでの政治社会学の地

域政策過程の研究は、その地域の投票行動や権力構造がいかにデモクラシーを実現しているのか、

いないのか、その検証に力を注いできたと言ってよい。そしてしばしば現実の実証分析を通じて、

日本社会の未成熟が結論とされてきた。本稿で検証してきたＡ村の事例も、こうした文脈の中で

は、まさに「遅れた」地域の典型になろう。

　しかしながら、我々の分析では次のような点が明らかである。

　ここで見た昭和５０年代のＡ村のリーダー選出過程は、①普通選挙が定着したこと、②戦後の自由

平等の思潮の中で個人の権利（ここでは自分の意志で投票する権利）が確立したこと、さらに③行

政の果たす公務の役割が地域の中で大きく拡大してきたことを受けたものである。この背後にはも

ちろん、④農家の相対的な経済的自立、それにともなう個人の相対的な自立という事実がある。こ

うした一連の変化によって、旧来の枠組みで捉えきれなくなった〈自由な個人〉という流動層を、



人々は選挙のたびに新たな権力ネットワークへと（しかも新たな行政村という枠組みのもとで）再

編しようと試みていたと見ることができる。そして、このような過渡的な状況の中でＴ氏のような

優れたリーダーが生まれて力を発揮し、またＹ氏のような旧来型の地盤の中からも新しい発想を

持ったリーダーが生まれ、活躍したのである。選挙は、こうした人物を選択する場としてそれなり

に機能したのだと言えよう。

　この事象に見えるのは、決して何か古い村落共同体の政治過程の残滓などではない。むしろ、個

人が自由で平等であるからこそ、選挙は激しく厳しいものとなっている。もちろん、ここでは何ら

かの共同体の枠は残っていて、個人は完全に自由にはなっていない。ましてや革新的意識や市民意

識（と言われるもの）は全く見られない。しかしここに表れているのは明らかに、Ａ村の中で起き

た新しい政治参加の形態なのである。Ａ村の昭和５０年代～平成初期にかけての選挙状況は、この当

時の村からすれば、まさにあり得るべき事態であって、決して異端な事態でも、また外から否定的

な評価を受けるべき事態でもない。なぜこのような激しい選挙戦が行われたのかは、ここで示した

ようにそれなりに理解可能だからである。

　むしろ、その後選挙がおとなしくなったことの説明の方が難しいのではないか。Ａ村の場合、Ｔ

氏が結局Ｙ氏に勝利できず、結果として２０年の長期政権となったこと、またその間に村の財政規模

も膨張し、利害関係者にとっても確保できるパイが十分にあったことなどが考えられる。しかしも

ちろんこうした説明では不十分であり、今後、慎重に検討する必要がある。

　いずれにせよ、選挙制度はデモクラシーを達成するために整えられたものだが、選挙制度を入れ

ればデモクラシーを達成できるのでもなければ、デモクラシーを奉じる市民でなければ選挙制度が

使えないと言うのでもない。もちろん他地域では、同じような選挙の使い方が争いの連鎖を生み、

収拾のつかない事態を生み出した場合もあって、ここで見た選挙の状況を全面的に肯定評価はでき

ない。とはいえ本村のように、それぞれのリーダーの生成と、それに伴う政策決定過程の転換には

十分な合理性も存在しえたし、それ故に、ここには理性もなければデモクラシーもないとは言いき

れない。

　この研究から見えてくるのは、「デモクラシーの可能性・不可能性」ではなく、政治プロセスその

ものの動力学を検証することの意義である。どのような形で合理的な政策形成が行われ、実行され

るのか。あるいは逆はどうなのか。これまでの政治社会学は「デモクラシーの達成」という理念に

とらわれすぎて、政治過程そのものをあまりに単純に扱ってきたのではないだろうか。保守・革新

の対立図式もリアリティを失った今、もう一度、現実の政治・政策形成場面を、多様な角度から掘

り起こしていく必要があるのではないか。

　なお、このことに関連して最後に付言するなら、「選挙」についても、これまでデモクラシーの発

想にとらわれすぎて、これを〈合意形成プロセス〉と混同して扱ってこなかっただろうかという疑

念を持っている（例えば昨今の住民投票論）。見る限り、選挙は〈合意形成のプロセス〉ではなく、

〈意志決定プロセス〉に関わるものであり、その本質は、勝利した方の、敗北した方への権力行使
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（あるいは権威誇示）にあるように思える。言い換えれば、選挙は（かつてはそのような意味合い

もあったろうが、もはや）決してデモクラシー達成の手段ではなく、あくまで政治の一ツールにす

ぎない。大切なのは、このツールを、各地域が、あるいは各地域のリーダー層がどのように使用し

てきたのか（しつつあるのか）を具体的に解析していくことである。本稿のようなモノグラフの積

み重ねこそが、デモクラシーそのものの理解にとっても近道なのではないだろうか。

謝辞）本稿執筆にあたり、Ａ村の関係の方々には、様々な形で情報をいただいた。情報提供

者・機関はとくにここで列挙しないが、協力していただいた方々に感謝したい。なお、

調査のうち平成１４（２００２）年度については、弘前大学大学院人文社会科学研究科の地

域社会演習の一環として行った。参加した教員・学生は、本稿執筆者（山下・山口・

蒔苗）の他、高橋弘樹・川崎くみ子である。

［注］

１） 地域づくりを取り上げた代表的なものとして、北川編（１９９５）、保母（１９９６）、長谷川他（１９９６）をあげてお

く。ごく近年は、市町村合併を目前に控えてか、地域づくりに関する研究も、また一般書も目立たなくなっ

てきた。もちろん背景として、バブル崩壊後、自治体が華々しい地域づくりを行える財政力を喪失している

現実が大きいであろう。
２） こうした津軽選挙の要因について、これまでも様々に論じられてきたが、やはり津軽特有の文化や風土を原

因とする説が多い。血縁集団としてのマキ（いわゆる同族団）の存在、雪深く厳しい自然条件から来る貧困

説、風土病としての「足フパリ（足引っ張り）」、リンゴ栽培のギャンブル性や長い冬期間に行われる博打に

由来する津軽人の賭博好き…等が代表的である。また他にも、そもそも候補者の調整ができずに激しい選

挙戦を招く津軽人の「ジョッパリ（強情張り）」、さらには岩木川下流域に広がる水田地帯が藩政時代の大規

模な新田開発によることから、こうした地域特有の競争意識の高さ・自己顕示欲の強さもあげられている

（木村，１９９７；高橋，１９８７）。しかしいずれにせよ、社会現象の説明を文化や風土に求めても十分な解答に

はならないし、昭和６０年代以降、津軽選挙が基本的には解消されていることも説明できない。これに対し、

激しい選挙の要因として、土木建設業者を中心とした、当時の津軽の人々の「生活を賭けた戦い」を強調す

る論もあるが、すでに見たように、これだけですべてを説明することはできない。筆者の見解は別に論じて

おいたので参照されたい（山下，２００４）。
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